様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　２０２４年３月１１日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）さっそんじどうしゃうんゆ
                            一般事業主の氏名又は名称 札樽自動車運輸株式会社
（ふりがな）うえの せいじ
                  （法人の場合）代表者の氏名  代表取締役社長　上野 聖二  印
住所　〒060-0031 北海道札幌市中央区北1条東15丁目140番

法人番号　5430001006790　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	弊社におけるDX戦略について


	公表日
	２０２１年１２月１６日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ＨＰに掲出している「弊社におけるDX戦略について」の「1.はじめに」に記載
https://www.sasson.co.jp/wp-content/uploads/2021/12/e3d194fe439c82e94bb26edad8ddb515.pdf

	記載内容抜粋
	現在の日本経済を取り巻く環境は、少子高齢化を背景に労働需給が一段と逼迫する中、長時間労働の是正や同一労働同一賃金を目的とした働き方改革関連法が順次施行されております。一方で 2020 年に拡大した COVID-19 の影響もあり、さまざまな分野でデジタルによる革新が急激に進み、物流業界に対する社会のニーズは益々多様化の様相を呈しております。これからの変化の激しい時代に向け、物流機能の高度化が求められる中、単なるデジタルの導入ではなく「デジタルの活用による変革」を実現する為、弊社はデジタルイノベーションを積極的に活用し、この変わりゆく環境に柔軟に対応しつつ、お客様がより満足されるサービスを誠実に、安全に迅速に提供するべく社を上げて取り組んでまいります。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会の承認を経て、該当文書を開示しています。




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 弊社におけるDX戦略について
② 弊社におけるDX推進の取り組みについて

	公表日
	①２０２１年１２月１６日
②２０２２年３月２５日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ＨＰに掲出している「弊社におけるDX戦略について」の「2.DX戦略概要」に記載
1 https://www.sasson.co.jp/wp-content/uploads/2021/12/e3d194fe439c82e94bb26edad8ddb515.pdf
2 https://www.sasson.co.jp/wp-content/uploads/2022/03/ebe5ae9d63b942e5c14500eb5dde7ef5-1.pdf

	記載内容抜粋
	経営構造改革の促進を図るため、以下の３つの重点施策に取り組んでまいります。

1 レガシーマイグレーションによる持続可能なシステムの構成
IT 関連の技術は年を追うごとに変化しており、古くなったレガシーシステム※1では最新のプログラムや要求される情報処理の能力・量に対応することが難しい為にシステム障害が発生するリスクが高まる上、補修や機能追加などを度々繰り返すことでブラックボックス化したレガシーシステムでは、システム障害が重症化する傾向があると言われています。その他、度重なるカスタマイズによる処理パフォーマンスの低下、保守対応できる技術者の高齢化による人材不足などの問題が発生します。これらの諸問題や変化するビジネスモデル、技術進歩などに対応する為、レガシーシステムのマイグレーションを行います。
 ※1…過去の技術や仕組みで構築されているシステムを指す用語です。1980 年代に多くの企業が導入したメインフレームやオフコン（オフィスコンピューター）を使ったシステムを主にレガシーシステムと呼びます。

② データセンターの活用等による BCP 対策の強化、社内ネットワーク再構築によるセキュリティの強化
近年、異常気象による事業への影響が次第に顕在化してきており、業務資料やデータを自社内に保管するだけでは、災害など不測の事態に見舞われた際、被害によりそれらが失われるリスクが高くなっております。そのような有事の際におけるシステムの安定稼働とデータの保護を図るため、データセンターへのシステム移設を行います。また、社内ネットワーク環境の整備によるセキュリティの向上を図ります。

③ デジタル化とデータ活用による業務プロセスの改善とサービスの変革
デジタル革新による社会の急激な変化と少子高齢化による人材不足の影響により、物流ビジネスは大きな変化を求められております。弊社は、従来の手法にとらわれることなく積極的にＩＴ技術を活用することで、伝票データのデジタル化やEDI の拡張の導入等によるデータ活用を促進し、変化・多様化するニーズに応えるとともに業務プロセスの改善と輸送品質の向上に努め、物流サービスの変革を図ります。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会の承認を経て、該当文書を開示しています。




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	ＨＰに掲出している「弊社におけるDX戦略について」の「3.DX推進体制」に記載
https://www.sasson.co.jp/wp-content/uploads/2021/12/e3d194fe439c82e94bb26edad8ddb515.pdf

	記載内容抜粋
	札樽自動車運輸株式会社代表取締役社長を統括責任者、管理本部長を実務責任者とします。情報システム部は各部署の実務担当者と協議を行い、要件定義をしながら不合理のない全社連携の業務体制を確立します。また全社員向けのデジタルリテラシー向上、現場の DX担当者の育成と強化を推進します。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	ＨＰに掲出している「弊社におけるDX推進の取り組みについて」の「2.DX推進施策の実施計画について」に記載
https://www.sasson.co.jp/wp-content/uploads/2022/03/ebe5ae9d63b942e5c14500eb5dde7ef5-1.pdf

	記載内容抜粋
	弊社DX戦略を達成するため、以下４つの施策を計画しております。
①データセンターへのシステム移設【時期：令和4年度】
ITシステム機器をデータセンターへ移設することにより、BCP対策を行います。

②データ活用のためのデジタイゼーションの推進【時期：令和4年度～5年度】
勤務日報など手作業で行っている業務をIT技術の活用によりデジタル化することで、業務の効率化を図るとともに、データのデジタル化を促進します。

③データ活用によるデジタライゼーションの検討【時期：令和4年度～5年度】
デジタイゼーション推進によりデジタル化したデータを活用し、弊社サービスに新たな価値を生む業務プロセスの改善とサービスの変革に関する検討を行います。

④新貨物管理システム構築とレガシーマイグレーション【時期：令和6年度】
業務プロセス改善とサービスの変革を実現する新しい貨物管理システムを構築し、レガシー化したシステムからの脱却を図ります。




(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	弊社におけるDX推進の取り組みについて


	公表日
	２０２２年３月２５日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ＨＰに掲出している「弊社におけるDX推進の取り組みについて」の「4.達成度の評価指標について」に記載
https://www.sasson.co.jp/wp-content/uploads/2022/03/ebe5ae9d63b942e5c14500eb5dde7ef5-1.pdf

	記載内容抜粋
	DX推進施策の実施計画に基づく実績評価を毎月定期的に実施いたします。また、各施策の効果につきましては「実車率」、「稼働率」、「積載率」を評価指標として効果を測定いたします。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	２０２１年３月２５日


	発信方法
	企業HPにて「弊社におけるDX推進の取り組みについて」を、代表取締役社長名にて発信
https://www.sasson.co.jp/wp-content/uploads/2022/03/ebe5ae9d63b942e5c14500eb5dde7ef5-1.pdf

	発信内容
	2.DX推進施策の実施計画について
弊社DX戦略を達成するため、以下４つの施策を計画しております。
①データセンターへのシステム移設	【時期：令和4年度】
ITシステム機器をデータセンターへ移設することにより、BCP対策を行います。

②データ活用のためのデジタイゼーションの推進【時期：令和4年度～5年度】
勤務日報など手作業で行っている業務をIT技術の活用によりデジタル化することで、業務の効率化を図るとともに、データのデジタル化を促進します。

③データ活用によるデジタライゼーションの検討	【時期：令和4年度～5年度】
デジタイゼーション推進によりデジタル化したデータを活用し、弊社サービスに新たな価値を生む業務プロセスの改善とサービスの変革に関する検討を行います。

④新貨物管理システム構築とレガシーマイグレーション【時期：令和6年度】
業務プロセス改善とサービスの変革を実現する新しい貨物管理システムを構築し、レガシー化したシステムからの脱却を図ります。

3.具体的な取り組み
DX推進施策の実行にあたり、以下の取り組みを始めております。
・DX推進を目的とする新プロジェクトチームの発足
DX推進施策を具体的に検討、実行するための新たなプロジェクトチームを発足し、2月22日より活動を開始しました。本チームは管理職者、実務担当者、IT担当者など計28名で構成されており、データ活用の促進を目的としたデジタイゼーション、デジタライゼーションを重点課題として取り組んでまいります。




　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2023年2月頃　～　2023年3月頃


	実施内容
	DX認定取得後、1年経過した際に改めて「DX推進指標」による自己分析を実施いたしました。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2021年4月頃　～　現在継続中

	実施内容
	情報セキュリティ基本方針を策定し企業HPにて公表しております。またSecurity Action制度に基づき二つ星の宣言を行っています。
また、公益財団法人北海道科学技術総合振興センターが実施したサイバーセキュリティ対策の伴走型支援を活用し、セキュリティアセスメントを実施いたしました。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

